[bookmark: _Hlk131689153]令和８年度　財務会計システム更新業務に係る
プロポーザル実施要領
１ 趣旨 
本町の財務会計システム及び起債管理システムは、導入から長期間が経過しており、既に保守サポート期限を超過している状況にある。加えて、事務の煩雑化に伴い、事務担当者の負担が増大している。
このため、本業務において最新の財務会計システムへ更新することにより、安定的な保守サポートを受けられる環境を確保するとともに、eLTAX公金収納に対応し、eL-QRを付した公金納付書を発行することで住民の利便性向上を図り、運用管理システムも新たに導入することで内部事務の効率化を図ることを目的とする。
２ 業務の概要
(1) 調達件名：令和８年度　財務会計システム更新業務
(2) システム構築期間：契約締結日から令和9年3月31日まで
(3) サービス利用期間：令和9年4月1日から令和14年3月31日まで
(4) 事業内容：「財務会計システム更新業務に係る調達仕様書」のとおり 
３ 調達方法
公募型プロポーザル方式とする（価格面と技術面を総合的に評価し、受託候補者を選定する）。 
４ 提案上限額  
本件の提案上限額は以下のとおりとする。 
総額：23,030,000円（6年間）
　・令和8年度システム構築委託料　：　15,110,000円
・財務会計システムサービス利用料：　 7,920,000円（5年間）
・データ吐出し委託料：上限なし
※ 消費税及び地方消費税を含む。 
※ この金額は契約予定額を示すものではない。 
※ 令和8年度の委託料として15,110,000円以内の契約とする。残りを5年間（60ヶ月）の債務負担行為とし、システム利用料・システム保守料・運用保守費用等を全て含むものとする。
５ プロポーザルの日程 
	項目 
	期限・時期

	公募日
	令和8年10月19日（月）　

	参加申込期限 
	令和8年10月23日（金）　17時

	質問書提出期限 
	令和8年10月27日（火）　17時

	質問への回答日 
	令和8年10月28日（水）　17時

	企画提案書提出期限 
	令和8年10月30日（金）　17時

	プレゼンテーション及びヒアリング
	令和8年11月4日（水）

	選定結果の通知
	令和8年11月6日（金）


※応募者多数の場合は、提出書類をもとに事前審査を実施する場合がある。 
６ 提案募集関係書類  
(1) 配付方法 
「財務会計システム更新業務に係る調達仕様書」を、上勝町総務課にて配付する。 
電話番号：0885-46-0111
(2) 配付期間 
令和8年10月19日（月）から23日（金）の、平日9時から17時まで
(3) 配付書類 
本プロポーザルに係る調達仕様書の提供資料は、以下によるものとする。 
	項目 
	提供資料

	プロポーザル実施要領
	・令和８年度　財務会計システム更新業務に係るプロポーザル実施要領（本書） 

	調達仕様書 
	[bookmark: _Hlk124762505]・財務会計システム更新業務に係る調達仕様書 
・【別紙】企画提案依頼事項

	様式 
	・【様式 1】参加申込書 
・【様式 2】企画提案書表紙 
・【様式 3】会社概要 
・【様式 4】業務実績 
・【様式 5】財務会計システム機能要件一覧
・【様式 6】起債管理システム機能要件一覧
・【様式 7】質問書


(4) 備考 
事前に資料を受け取る日時を配布場所に連絡すること。なお、他の参加者との兼ね合いで、日時を調整する場合がある。 
７ 参加資格  
本プロポーザルの参加者（以下「参加者」という。）は、次に掲げる要件をすべて満たしていなければならない。
また、１つの法人又は団体若しくは同一人が代表者となっている法人等が、重複して複数の参加表明を行った場合、その者の提案は無効とする。
(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１１第１項において準用する第１６７条の４第１項又は第２項に規定する者でないこと。 
(2) 会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条若しくは第６４４条の規定に基づく清算の開始、破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条第 1 項若しくは第１９条第 1 項 の規定に基づく破産手続開始の申立て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７ 条の規定に基づく更生手続開始の申立て、又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号） 第２１条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされた者でないこと。 
(3) 参加申込書の提出の日から契約締結までの間において、指名停止の措置を当町から受けている者又は受けることが明らかである者でないこと。 
(4) 暴力団（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第１項第２号に規定する暴力団をいう。）若しくはその構成員（暴力団の構成団 体の構成員を含む。）及び暴力団若しくはその構成員でなくなった日から５年を経過しない者並びにこれらの統制下にある者でないこと。 
(5) 「ISO9001」「ISMS」「プライバシーマーク」のうち一つ以上を取得していること。　
(6) 機能に優れたパッケージシステムを導入し、業務改善を図ることを目的としているが、そのためには、それぞれのシステムの保守サポートが問題なく行えることが重要である。そのため、徳島県下の地方公共団体にて財務会計システム・起債管理システム・運用管理システムそれぞれの導入実績を3箇所以上有していること。（但し既存ベンダーは除く） 
(7) 四国内にデータセンターを保有もしくは立地しているデータセンターを利用した、クラウドサービスを提供できること。 
(8) 将来的に、庶務管理（勤怠管理）システムや文書管理システムも提案できること。また、それぞれのシステムは単独で動作するシステムではなく、統合的な考えを持った統合内部情報システムとして稼働できること。
(9) 上記(8)の統合内部情報システムにて提案可能な電子決裁システムは、将来的に導入を検討している庶務管理（勤怠管理）システムや文書管理システムでも利用できること。（システム毎に異なった電子決裁システム・画面ではないこと） 
(10) 今回構築する財務会計システムで管理する職員マスタデータは、将来的に導入を検討している庶務管理（勤怠管理）システムや文書管理システムでも共有・連携できること。個々のシステム毎に職員の人事異動処理を行わずに一度の処理で人事異動処理が反映されること。 
８ 参加者の失格  
参加者が次のいずれかに該当する場合は、無効・失格とする。 
(1) 参加資格要件を満たさないことが判明した場合。 
(2) 契約締結までに参加資格要件を満たさなくなった場合。 
(3) 提案見積額が、提案上限額を超えている場合。 
(4) 企画提案書等に虚偽の内容が記載されていると認められた場合。
(5) 本プロポーザルの審査又は財務会計システム更新業務の契約等に影響を与える工作等、不正な行為があったと認められた場合。
９ プロポーザルへの参加  
本プロポーザルへの参加を希望する事業者は、次により参加申込書を提出すること。
	提出方法 
	【様式 1】参加申込書を作成し、持参すること。 
※郵送及び電子メールによる提出は受付けない。
※提出する前日までに、持参する日時を提出先に連絡すること。なお、他の参加者との調整により、日時を調整する場合がある。

	提出先・連絡先 
	上勝町総務課 
0885-46-0111

	提出可能時間 
	平日の 9 時から 17 時まで

	提出期限 
	令和8年10月23日（金） 17時まで


 １０ 質問の受付及び回答 
本プロポーザルについて質問がある場合は、以下により質問書を提出すること。なお、受付期限までに到着しなかった質問及び口頭による質問については、いかなる場合であっても回答しない。 
	提出方法 
	【様式 7】質問書により質問を作成し、電子メールに添付して提示すること。 
※複数の質問がある場合は、適宜行を追加し、１枠に１件の質問を記載すること。 
※電子メール送信後、提出先に電話で確認すること。

	提出先・ 
提出アドレス
	上勝町総務課 
soumu@kamikatsu.i-tokushima.jp

	受付期限 
	令和8年10月27日（火）17時まで

	質問の回答 
	質問者名を伏して全ての事業者に電子メールにより回答する。 回答予定日：令和8年10月28日（水）


１１ 企画提案書等の提出  
企画提案書等の提出は以下の要領で実施すること。 
(1) 提出方法 
	提出方法 
	持参（郵送及び電子メールによる提出は受付けない。）
※提出する前日までに、持参日時を提出先に連絡すること。 
※他参加者の状況により、日時を調整する場合がある。

	提出先・連絡先 
	上勝町総務課 
0885-46-0111

	提出可能時間 
	平日の9時から17時まで

	提出期限 
	令和8年10月30日（金） 17時まで


(2) 企画提案書等の構成 
企画提案書等は次に掲げる書類で構成すること。
	項目 
	提出物 
	提出部数

	企画提案書 
	・【様式 2】企画提案書表紙 
・【様式 3】会社概要 
・【様式 4】業務実績 
・【様式任意】企画提案書
	正本1部
副本3部

	機能要件一覧 
	・【様式 5】財務会計システム機能要件一覧
・【様式 6】起債管理システム機能要件一覧 
	

	提案見積書 
	・【様式任意】提案見積書 
	正本１部

	電子データ 
	・上記の電子データを保存した CD-R 
※ファイル形式は、指定がある場合を除き、Adobe 社 PDF とすること。
	正本１部


(3) プロポーザルの辞退について
【様式 1】参加申込書を提出後、財務会計システム更新業務に係る調達仕様書を閲覧し、質問回答等の結果、プロポーザルへの参加を辞退する場合は、貴社様式にて別途辞退届を提出すること。なおその期限は、10月29日（木）17時までとする。
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